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公共財経済における効率と衡平

鈴村興太郎・佐藤公敏

，

、

　「わしの牛の群れはどうなる？」とゴリオンがさけんだ。

　「そしてわしのは？」とかーストもさけんだ。「もうすっかりごちゃごちゃで，．どれが

どっちやら，だれにも区別がつかん。」

　「それは，ゴリオン卿に平等に分けていただきます。」とタランがいった。

　「やらせんぞ！」とかースト卿が口をはさんだ。「やつなら，ふとった方を一人じめし

て，やせこけた牛をぜんぶわしによこすわい！　分けるあは，わしがやる！」

　「とんでもない！」と，ゴリオンがどなった。「きさまは，骨の見えるのをうまくわし

に押しつけるにきまっておる！」

　「ゴリオン卿に分けていただきます。」とタランはくり返していった。「しかし，ガース

ト卿がはじめにどちらか半分をえらんでとるのです。」

　「でかした1」スモイトが思わずさけんでからからと笑いだした。「いや，まったくう

まい。ふたりともぐうの音もでまい。ゴリオンが分けてガーストがえらぶ1．ほ，ほう！

これでふたりのぬすっと．も，正直な取引きをしなくちゃならん1」＊

の

●

1．イントロダクション

　均質なケーキを複数の個人に分配するに際して，

個人間の厚生比較が不可能である限り，効率的か

つ衡平な唯一の分配方法は均等分配である。しか

もこの「理想的」分配は，以下の手続きを利用す

ることにより，なんらの強制装置をも要せずに実

現することができる。すなわち，個人に任意に順

番をつけ，この順序に従いケーキの一片を切り取

らせ，その際，「あなたの後に順序づけられたい

ずれかの個人が切り取られた一片を自発的に受け

取れば，あなたは残りのケーキからさらに一片を

切ることになる。一方，あなたの後に順序づけら

れたどの個人もあなたの切り取った一片を受け容

れないならば，あなた自身の分け前はその一片と

なる」という指示を与えさえずればよい。このよ

うに，均質なケーキの分配問題には，ただ単に効

率的かっ衡平な分配が存在するのみならず，かよ

うな分配を強制によらずして実現する達成手続き

＊　ロイド・アリグザンダー作，神宮輝夫訳『旅人

タラン』評論社，昭和51年，94－95ページ。

もまた存在するのである。　　　　　’、

　本質的に同様な主張は，複数の分割可能な一定

量の私的財を複数の個人に分配するという，一層

複雑な問題を解くに際しても成立する。

　まず用語の約束について確認しよう。各個人に

対して利用可能な各財を残りなく分け与える実行

可能な方法を「配分（allocation）」と呼ぶ。ある

配分は，どの個人に対しても少なくとも同程度の

満足を与え，少なくとも一人の個人に対しては一

層高い満足を与えるような別の配分が存在しなけ

れば，「（Pareto）効率的」であるという。次に，

ある配分のもとにおいて，どの個人も自分が実際

に受け取る財ベクトルよりも他の誰かが受け取る

財ベクトルの方を選好するということがないなら

ば，問題の配分は「（無羨望）衡平性」をもっとい

う1）・2）。最後に，効率的かつ衡平な配分を「公平」

　1）　かような衡平性概念はFoley［6］によって最初

に導入され，Pazner［18］，　Pazner＝Schmeidler［20］，

鈴村［23コ，［24］、［25］，［27，Chapter　5］，　Varian』 m28］

などにより研究され’てきた。

　2）　ケーキ分配問題においてわれわれが直観的に使

用した「効率」と「衡平」という用語は，実のところ

こごで定義した概念の特殊ケースに他ならない。
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配分と称する。

　さて，一定量の分割可能な私的財を公平に配分

するためには，まず各財の総量を均等に各個人に

分配し，しかる後完全競争光市揚を開設して全個

人に初期配分の自発的交換を行なわせればよい。

その結果として生じる完全競争配分は，厚生経済

学の基本定理により効率的である。また，競争価

格で評価した予算額は全個人に共通なため1完全

競争配分の衡平性もまた保証されるわけである。

この結果一以下においてこれをKolmの定理と

呼ぶ一の重要性は強調に値いしよう。なぜなら

ば，最：終的配分の公平性を目標とする政策当局は，

初期配分の均等性さえ確保すれば任務の大半を完

了したことになるのであって．，’あとは交換市場の

完全性を確立・維持しさえずればよいというのが，

1（olmの定理のメッセージであるからである。

　本稿の課題は，公共財を含む経済において，公

平配分の存在とその達成可能性について一定の評

価を確立することにある。なかんずく，われわれ

は公共財経済においてKolmの定理のアナローダ

が成立するか否かに，格別の注意を払うことにな

ろう』

2．基礎概念

　∫人の個人，祝種類の私的財，π種類の（純粋）

公共財を含む経済を考え，前節で導入した分析概

念を形式的に定義しておこう。8＝｛1，2，…，ε｝，M

＝｛1，2，…，㎜｝，π＝｛1，2，…，π｝を，それぞれ個人

の集合，私的財の集合，公共財の集合とする。各

個人征Sは，私的財の始期保有ベクトル砺∈躍

および効用関数ひ¢（瓦，】r）によって特徴づけられ

る3）。研は藍鼠ηで定義され，院で値をもつ微

分可能な凹関数である。瓦は個入征Sの私的財

ベク．トル，Lrは（全個人に共通の）公共財ベクトル

である。生産の技術的構造については，Σ動で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名∈8

　3）　鍛は実数の集合・9t‘σは自然数）は貌のZ重
　の直積である。騨内の任意の2点劣＝（朗，晦，…，切，

鯉＝（唾罵…，吻に対して，”≧鯉［交替的に誕〉刎は，

全てのん躍1，2，…♂に対して妬≧肱［交替的に鰯〉
筋］が成立つことを意味する。最：後に，9t己の非負象限

　［交替的に正象限］を貌旱＝｛劣∈9tq澱≧0｝［交替的に

肌旱＋＝｛謬∈野i∬＞0｝］により定義する。

Vo1．34　No．4

示される私的財の総始期保有ベクトルを生産過程

に投入して，Σ瓦の私的財総量ベクトルとy’の
　　　　　　なご
公共財ベクト～レを産出することが可能であるとい

うことを，生産可能性フロンティア

（・）F（肝r・黒砺）一・

を特定化することにより示す。以下においてわれ

われは，各個人は生産技術へのアクセスをもって

いること，すなわち各荘8は，自らの始期保有

ベクトル画を生塵過程に投入することによg，

F（瓦，鴉；ω∂＝0を満足する（X乞，鶏）∈騨＋πを

生産しうることを仮定する4）。

　さて，われわれが「配分」と称するものは，各

個人への私的財ベクトル濫∈騨の指定ならび

、に全個人の共同消費に供される公共財ベクトル

y∈蹴の指定　　［｛瓦｝乞，8，y］∈貌響栩　　であ

って（1）を満足するものである。配分［｛Xz｝弼，

r］∈翫野柵は別の配分［｛鵜。｝¢∈8，rO］∈澱轡柵で

　　∀∫∈8：ひ¢（xτo，y『o）≧σ乞（瓦，r）

　　ヨ征8：σ琶（X乞。，ro）〉砺（瓦，　r）

を満足するものが存在しないならば「効率的」で

あり，また

　（2）　∀ゼ，ブ∈s・砺（革，「）≧σヒ（」馬・y）「

が成立するならば「衡平」である。効率的かっ衡9

平な配分を「公平」配分と呼ぶことは既に述べた。

3．公平配分の存在問題

　われわれが第1に考察すべきは，公共財を含む

経済には公平配分が存在するという一般的な保証

があるか否かという問題である。実のところ，生

産経済における公平配分の存在に関遇するPaz－

ner＝Schmeidlerの業績［19コを僅かに修正するこ

とにより，この設問には否定的な解答を与えるこ

とができる。

　4）　この仮定が成立しないときには，各個人が孤立

して達成しう．ることは，せいぜいのところ財ベクトル

（ω乞，0）∈i脚柵を消費することに留まる。この場合以

下の分析の細部は変わるが，本稿の主要なメッセージ

に本質的な修正を施す必要は生じない。

曾
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　Example　1

　2個人1，2，1種類の私的消費財，各個人それぞ

れの労働サービスおよび1種類の公共財を含む経

済を考える。各個人は1単位の労働用役一それ

は余暇として消費することもできる　　のみを始

期保有しているものとする。蚤，玩，yFはそれぞれ

個人ゼの私的財消費量，個人ゼの余暇，および公

共財の量を表わすものとし，効用関数と生産可能

性フロンティアを以下のように特定する。

（3）

（4）

（5）

公共財経済における効率と衡平

　　　　　　　仮に■2＝0であったとすると，

　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　11σ1（L1・渇・y）＝五・＋而■・＋万民

　　　　　　　　　　　1
邸・・る・「）＝研2研万勤

2　　　　　　　　　　1
黒針y－1－L1＋而（1－L2）

　　　0≦L乞≦1　（ゼ＝1，2）．

　この経済に公平配分が存在するものと仮定し，

それを［｛渇，L¢｝影、，y］∈蹴と書こう。いまY＞

0であるものとすれば，0＜ε、≦rを満足するε、

だけyを減らし，x、とx2を共にε、／2だけ増せ

ば，

　　」研一琵〉¢∠一号〉・・

という効用増分をもたらす別の配分を得たことに

なり，公平配分の効率性に矛盾する。従ってy’

＝0でなくてはならない。次に五1＞0であるもの

とすれば0＜ε2≦五、を満足するε2だけL、を減少

させる一方でX、をε2だけ増せば

　　」σ、一竺＞o，4硫＝0

　　　　10
という効用変化をもたらす別の配分が存在するこ

とになって，再度公平配分の効率性に矛盾する。

こうしてム＝0も知られた。さて，五2〈1かっX2

＞0であったとしよう。そのとき，0＜ε8≦min｛1

－L2，10×2｝を満足するε3をとってL2をε3だけ

増す一方でx2をε3／10だけ減らせば

　　∠研一③島一㌘〉・

という効用変化を実現する別の配分が見出され，

これまた公平配分の効率性との矛盾に結果してし

まう。こうして為＞0である限りはし2富1となら

ざるを得ないのだが，実のところ為＞0は正しい。
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　　　　　　　　　　　　　　これまでに知られ

たことにより

　　胴＋お（1一五2）・・≦為≦・

なので

　　ひ，（0，」r、，0）＝2X、＞L，＝σ，（五，，0，0）

が従い，これは公平配分の衡平性と矛盾するから

である。

　以上の結果をとりまとめれば

　（6）　　　　2r1→一2r2＝1，

　　　　　　　　　11　　　　11（7）当為≧1＋計・

　（8）　1＋2－，≧2－、

を得るが，これらを満足する（渇，■2）∈鑓は存

在し得ない。すなわち，われわれの経済は公平配

分をもち得ないのである。11

　公共財経済は必ずしも公平配分をもたないとい

噛うことになったからには，Kolmの定理の公共財

経済版を吟味しようとするわれわれのプランは慎

重に追求されねばならない。ある公共財経済にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　コ　　　　　　　　　　　の

ける資源配分メカニズムが，もともと存在しない

ある目標配分を実現しえないからといって，その

責めをメカニズムに帰するのは明らかに不当であ

るからである。この点に留意し，われ，われは以下．

で公平配分が必然的に存在する2つの単純なモデ

ル経済を構成する。

　Model　A

　2個人1，2，1種類の私的財，1種類の公共財を

含み，各個人の効用関数は

　（9）　　　こ㌃（2島，r）＝α¢Iog　Xε十109（r十17）

　　　　　　　　　　　　　　　　（ゼ＝1，2）

で，また生産可能性フロンティアは1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（10）　Σ濁＋r置Σω乞
　　　　　琶＝1　　　　　　　　f＝1

で与えられる経済を考える。ただしα乞＞0（∫＝

1，2）および7≧0はパラメーターである。その他

の記号の意味はこれまでの説明から明らかであろ

う。

　この経済において，配分［俵｝1。、，r］∈澱＋が

効率的であるための必要十分条件は　　　’
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　（11）

　　　　　乞＝1

で与えられる5）。一方，私的財が一種類のみであ

るので，配分の衡平性の必要十分条件はX、＝為

で与えられる6）。

　いま，この経済の環境が　　　　　　・

（、2）。≦ア＜（・・＋妨）（・・＋・・＞

　　　　　　　　　　2α1α2

を成立させるものであったとしよう。そのとき配

分［｛■拐1。1，y’＊］∈鵬を

’（・3）騨一頃 i払＋り

Vo1．34　No．4

重［1織］荊謡一・＋ア簿軽車鰹1幽門∈皿山＋は公

（14）・　y＊＝

α1十α2十2α1α2盛＝1

　　　　　　　　（ぢ＝1，2）

（α、＋α，）（ω、＋ω，）一2α、α，y

により定義すれば，

いる7）。すなわち，この経済は条件（12）のもとで

公平配分の存在を保証されているのである。ll

　α1十α2十2α1α2

この配分は公平配分となって

　Model　B

　個人ゼの効用関数が（9）の代りに

　（15）　　　σ≧（X乞，r）＝αεX乞十log　r　　（ぢ＝1，2）

で与えられる点以外はModel　Aと同一の経済を

考える。配分［｛濁｝1。、，幻∈辮．が効率的である

ための必要十分条件はこの場合

　　　　　　　1　　1
　（16）　　　　r＝一斗一一

　　　　　　α1　α2

で与えられ，衡平性は以前と同じくx、＝■2を要

求する。従って，

　　　　　　　　　1　　1
　（17）　ω、＋ω，〉一＋一
　　　　　　　　　α1　α2

が成立する限り，

（・8）騨・一 i幅÷ま）（・一勾・）

（・9）y・・一■＋主

　　　　　　　α1　α2

　5）　　Salhuelson［22］。

　6）　衡平性が私的財の物理的配分量の個人間同一性

と等価となるというこの特徴は，私的財が一種類のみ

という特殊な場合にのみ成立するということは忘れら

れてはならない。

　7）　実際，この配分が（10）および（11）を満足す，るこ

とは直ちに確認できる。

4．公平配分の達成問題

　これでKolmの定理のメッセージを公共財を含

む経済において保存する可能性を調べる準備はす

べて整った。本節においてわれわれは，Kolmの

定理の場合における競争的価格メカニズムの位置

に（1）Li血dahlメカニズム，（2）Zeuthen＝Nash

交渉メカニズム，（3）Kalai＝Smorodinsky仲裁メ

カニズムを交替的に置いたとき，Kolmの定理の

公共財経済版が成立するか否かを問うことにする。

　〈L1．　Lindah1メカ：＝ズム

　公共財の供給メカニズムとして恐らく最も有名

で多くの研究者によって詳査されてきたものは，

Eric　Lilldah1が創唱した「自発的交換メカニズ

ム」であって，それはまた私的財経済における競

争的価格メカニズムを公共財経済に自然に拡張し

たものと考えることができる。各私的財に対して

は単一の市場価格が，そして各公共財に対しては

各個人に個別的な租税価格が指定され，それを全

個人にわたって加算したものがその公共財の生産

者価格とされる。これらの価格をあたかも競争的

市上価格であるかに耳早して，各主体は効用ある

いは利潤最大化を企て，それにより各財一私的

財および公共財　　の需要関数と供給関数が生成

される。各私的財ごとに総供給と総需要が一致し，

また各公共財ごとに全個人が同一量を需要しそれ

が総供給と一致する状態が，所謂Lindah1均衡

であり，そのもとで実現される配分をLindah1

配分と呼ぶ8）。

　Example　2　（鈴村［26，　PP．201－202］）

　前節で導入したModel　A経済を考える。私的

財と公共財との限界転形率は1なので，個人ぢに

対する公共財の租税価格を毎とすればゐ1＋ん2＝1

としてよい。（9）が与える効用関数を予算制約

　（20）　蕩＋ん必＝ω∫（ゼ1，2）

　8）　Lindahlメカニズムの一層の詳細については，

Foley［7］，　Johansen［11］，　Lindahl［13］，　Malinvaud

［15］等々を参照されたい。
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の下で最大化して，需要関数

（21）

（22）

蕩＝
α¢

1十偽

　　1

（ω乞十ゐεr）

公共財経済における効率と衡平

　　　　　　　（ω乞一1己包α包r）r乞＝
　　ゐ乞（1＋α∂

（ぢ＝1，2）

が得られる9）。したがって，Lindah1配分

［｛x、L｝量。、津Lコ∈蹴は

（23）儒悟一究≡絵羽＋犀一・

を満足するゐ乞L（ゼ＝1，2）に対して

　　　　　　　　　α乞（娩十ん≠7）（ゼ1，2）　（24）　　　　2r乞L＝

　　　　　　　　1十α¢

（25）匹儲冨

によって与えられる。

　Lindah1配分が〈公平配分の存在が保証されて

いる魚苗において）衡平性を必ずしも保証しない
　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　1
ことは，ω、＝ω2＝1，α、＝2，α2＝1，y＝ O評という

ケースを考えることにより明らかにされるゆ。こ

の場合，（23）を解けば

犀一11 a死面一一’差4105

となるので
　　σ、（邸L，r乙）一ひ、（X，ゑ，　rL）

一1・9辱弼一1・9一5毫》弼一1・9－3轡

　　＞0

が従うからである11）。口

　9）　租税価格焼が病〉ω¢／α疋を成立させる程に高

ければ（22）の右辺は負となる。この点を配慮すれば，

公共財の需要関数は
（22＊）・・一m・x｛・、、（、≒。、）（・画…）｝

と書かるべきであろう。本稿の目的にとってはこの点

にこれ以上立ち入る必要は認められない。

10）　この場合，公平配分の存在条件（12）が満足され

ていることに留意したい。

11）　公共財の理論の展開過程におけるぴとつの興味

深いエピソ．一ドは，Gunner　Myrda1によるLindah1

批判である。本論で見たように，Lindah1均衡におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ては，各個人ごとに公共財の私的財に対する限界代替

率が個別化された公共財の租税価格と等しくなってい

る。しかしながら，「公正の配慮にとって重要性をも

つのは，限界量ではなく，総効用の純増であろう
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　4．2．Zeutben＝Nash交渉メカニズム

　市揚機構を公共財経済において模倣したLin－

dahlメカニズムは，　Kolmの定理の公共財経済版

を成立させえないことが，以上の考察から結論さ

れうる。それでは公共財供給の交渉メカニズム

はどうか。本項においてわれわれは，Zeuthen＝

Nashの交渉メカニズムを取り上げて，この設問

への解答を提出したい。

　2人交渉状況におけるZeuthen＝Nashメカニ

ズムは，われわれの問題の論脈においては以下の

ように定式化される12）。まず

　（26）　　（濁。，r乞。）＝arg　max　O塗（端，　rz）

　　　　　　　　　　　　y（■‘，y乞；ω‘）＝0

　（27）　　％乞。＝σz（濁0，rεo）（ゼ＝1，2）

と定め，π0＝（賜10，％20）と記す。これ’は交渉が成立

せず各人が孤立的行動を余儀なくされるときの効

用ベクトルで，以下では「威嚇点」と称される。

次に，個人2の効用レベル晩を任意に定め，

　（28）　φ（％，）一

…｛一
ひ，（κ2，r）≧？z，

　　　　＆
F（　2　　　　　　　　　2Σx乞，r；Σωf重＝1　　　　　　f＝1）一・

／
一

により，交渉状況における効用可能性フロンティ

アを定義する。そのときZeuthen＝Nash解は
　（29）　　　　（祝1ハ「一？610）（％2ハ「一％20）

　　　　＝max（％一下、o）（％，一駕，o）

　　　　　蹴＝φ＠2）

を満足する効用ベクトル（ハrハ7π1，π2）で与えられ，

その背後には（28）によって面伏的に示される

Zeuthen＝Nash配分［｛X¢N｝1．、，　yN〕∈頸が存在

する。

　Example　3

　前節で導入．したMode1　B経済で，特にα、＝2，

α2＝1，ω1＝ω2＝1となるものを考える。明らかに

（Myrda1［16，　P．184］）」カ・ら，　Lindah1配分に公平性

の先験的保証はないというのがMyrda1の主旨である。

本論のExample　2は，　Myrda1のかような批判が確か

に根拠をもつということを具体的に示したものである。

．12）Z・uth・n＝N・・h交渉理論の一層の詳細につい

てはrHarsanyi［8］，［9］，　Luce＝Ralffa［14，　Chapter

6］，Nash［17］が参照さるべきである。
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公平配分の存在条件（17）は満足される。また容易

に計算されるように

　（30）　　　％10＝1－1092，　鋭20＝0

である。効用可能性フロンティアは，閉区間
［引嘱す・をパラメー・一・して

岡｛：：1∴

により与えられ，その背後には

（32）渇一陣÷・・一号．

という配分が存在する。Zeuthen＝Nash解を求め

る問題は，

（33）醐一
i・・＋め・号一・＋1・9・）・

　　　　　　　　（1　　　　　　3τ叶10肱）

・最大にする♂・ c・見出す問題・儲す

る。ところで

　（34）　ガω一一4・＋1・93一軍・92＋2

．なのでN”（のく0，すなわちN（のは凹関数であり，

2V’ Kκ）＝0となる♂は

（35！・＜・N〒÷（・＋1・9・一21・9・）〈÷

を満足する。しかるに，（32）によればZeuthen三

Nash配分は
　（36）　　　　（2r1ハ7，2r2ハ「，　r理）

　　　　一1；警無念号）

となり，明らかに衡平性を有しない。昌

　4．3．Kalai＝Smorodin8ky仲裁メカ：ニズム

　Zeμthen＝Nashの交渉理論には幾つかの批封

がある13）が，とりわけ彼らの交渉解が交渉状況に

おける各個人の「志向水準」一相手が自分の意

のままに協力したとき達成できる，自分にとって

の理想的効用レベル　　になんらの役割をも指定

していない事実は重要であろう。K：alai＝Smoro－

dinskyの仲裁メカニズムはまさしくこの点で対』

　13）Luce＝Ra温a［14，　pp。128－134］を見よ。

研究　　　　Vo1．34　No。4
照的な解を与える14）。

　2人交渉状況において，％、＝φ（％2）とμo＝（秘10，

％20jをそれぞれ効用可能性フロンティアおよび威

嚇点とする。いま個人歪の志向水準ガを

　（37）　ゼ＝・u画・1％・一φ（％・）｝（ゴ＝1，2）

で定義し，が＝（駕、＊，％2つを「志向点」と称する．

ことにしよう。そのときKalai＝Smorodinsky

解はがとπ＊を連結する直線が％1＝φ（％2）と交

わる点（1ζK批1，％2）として決定され，その背後には

（28）によって陰伏的に示されるKalai＝Smoro．

dinsky配分［｛端κ｝1．1，　rκ］∈蹴が存在する。

　Example　4

　前節で導入したModel　A経済でα、＝2，α2＝1，

y＝0，ω、＝ω2＝1としたものを考える。公平配分

の存在条件（12）は自明に満足される。また威嚇点

π0＝（％10，％20）尋ま

　（38）　％・o＝21・92－31・93，％，o＝一21q92

で与えられることが容易に確認される。効用可能
性・・ンテ・アは瀾区間（・÷）に属す・・を

穴ラメーターとして

　　　　　／…2b・繭・（・÷）

　（39）
　　　　　／…b・（・一》）＋b・（・一》）

によって与えられ，その背後には

（4・）■、弘為＿、一もr＿、＿⊥。
　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　4

という配分が存在する。志向点ガ＝（賜1＊，％2つ

は

　（411）　　　％1＊＝51092－31093，．％2＊＝0

なので，威嚇点と志向点を通過する直線は

（42）鋤一号晩＋b・事

と定まる。（39）を（42）に代入してωに関する方程

式

（43）b・♂一・9（・一号の

　　　　　　　　＋去b・（・一÷⇒＋b・事

14）　Kala」Smorodinsky［12コ．

■

竃

●



●

●．

も
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を得る。いま

（・・）口 ^ω一’一
?F・（・一》）暑・（・一き）告

とおけば，Kalai＝Smorodinsky配分［｛蕩K｝1．、，

呼曲ま／げ）批・・（④・糊す翻

に対して（40）によって定義される。ところで，配

分の衡平性はx、．・＝為を要求するので，公平配分
に対応す・♂は（・・）・・♂一号・求…

しかるに

！げ）一（47）2一峯・（夢）暑・（夢）去

　　　　　《錦・一峯・捌キ・

であるから，これでKalai鞘Sm6rodinsky配分カミ

衡平性を保証しないという事実が例証されたこと

になる。1［

5．結 語

　本稿においてわれわれは，公共財経済における

資源配分メカニズムとして交替的に

　（1）　Lindahlメカニズム，

　（2）　Zeuthen＝Nashメカニズム，

　（3）　Kalai＝Smorodinskyメカニズム

を用いる揚合，私的財経済におけるK：olmの定理

の公共財経済版は必ずしも成立しないということ

を反例によって示した。したがって，公共財経済

における資源配分の公平性を確保しようとする政
　　　　　　　　　　　　　
策当局は，単に初期状況の平等性を達成したうえ

であとはメカニズムの適切なワーキングを監視す

るだけでは事足りず，結果の公平性を絶えずモニ

ターし続けねばならないのである。

　本稿を閉じるにあたり，幾つがの一般的注意を

与えておかねばならない。

　その1。われわれは上掲の3つのメカニズムに

関するKolmの定理のアナローダが成立しない

ことを示したが，この定理が公共財経済版を有す

るか否かという設問を一般的に解決する．ためには，

具体的に適格なメカニズムを設計してみせるか，

あるいは一般不可能性定理を樹立しなくては．なら

ない。

　その2。われわれの結果の解釈は，幾分慎重に
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なされ，ねばならない。ひとつの解釈は，われわれ．

が取扱ったメカニズムの欠陥がそれによって顕示

．されたというものだが，いまひとつの可能な解釈

は，公共財経済において無羨望衡平性の概念が不

適切セあることがそれにより顕示されたというも

のである。

　このような方向で本稿の問題を一層追求するこ

とは別の機会を待たねばならない。本稿の目的は，

かようなアジェンダの重要性に読者の注意を喚起

するこ．とにあったのである。

　　　　（一橋大学経済研究所・亜細亜大学経済学部）

Appendix：3財一非分離選好モデル

　1・本文中でわれわれが用いた2つめモデルには，

私的財も公共財もそれぞれ唯ひとつであり，各個人の

効用関数は加法的に分離可能であるという2つの顕著

な特性が含まれている。前者の特性は，配分の衡平性

と私的財配分量の均等性とが等価であるという重要な

インプリケーシ目ンを生むし，後者の特性は，公共財

［交替的に私的財コの限界効用が私的財［交替的に公共

財コの量とは独立であるという強い前提を含意してい

る。われわれの本文における結論はこれ，らの特性の偶

然的所産ではないということを例示するため，以下で

は3財一非分離的選好モデルを構成し，Lindah1年分

の衡平性に関するわれわれの判定の頑健性を示してお

くことにしたい。

　2．2個人1，2，零種類の私的財および1種類の公共

財を含む経済を考える。個人ゼの効用関数は

　（A．1）　　砺（Xz，　r）＝109・銑1十θz　lo9（遊2F十1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ゴ＝1，2）

で示され，また生産可能性フロンティアは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　

　（A．2）　ΣΣ．x名ブ＋7一ΣΣ吻
　　　　　乞＝U＝1　　　．　　¢二1ブ己1

で示されるものとする。ただし，（A．1）においてX乞ロ

（x盛1，2r乞2）は個人づの私的財消費ベクトルを示し，θz

は正のパラメータ・一である。その他の記号の意味は本

文中での用例に準じて自明であろう。

　3．まず，この経済における公平配分の存在条件を

明らかにしなくてはならない。容易に確認できるよう

に，配分［｛X調．1，瑚∈腰＋が衡平性をもつための

条件は

　（A．3）　　log　X乞1十θ乞log（■乞2　F十1）

　　　　≧1092r／1十θzlo9（2rゴ2】～「十1）



、
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　　　　　　　　　　　（ゼ十ブ；ゴ，フ’＝1，2）

で示され，一方この配分の効率性条件は

一｛難，

経　　済

で与えられる。（A．4）の第2式を■21について解いて

第1式に代入すれ’ば

　　　　　　　　　遊27十1　（A．5）　　－乞1＝　　　　　　　　　　　　　　　（ぽ＝1，2）
　　　　　　　　θ盛（2r12十」￥22）

を得る。これを（A．3）にもちこめば

．（A．6）　　　（1十θ∂log（．X乞2r十1）

　　　　…笥＋（・＋・・）・・（恥・＋・・

　　　　　　　　　　　（ぢ→＝」7’；∫，ブ＝1，2）

が従う。また（A．2），（A．5）より

（A．7）

毒毒（亀2γ十1）

　　　　
　　　Σx¢，
　　　乞＝1

　ヨ　　　　　　　　　　　　　　

＋Σx乞，＋r一ΣΣ吻
　盛＝1　　　　　　　奄＝1ゴ＝1

を得る。（A．5），（A・自），（A・7）は配分［｛澱｝1。、，r］∈

顕÷が公平配分であるための必要十分条件で南う。こ

れ以降，θ1＝θ＞0，θ2；1と置く。われわれ，の目的にと

っては，．このケースを分析しさえずれば十分である。

　われわれの経済の環境は，半開区間

　（A．8）

噸噺鵜］
が非空であるようなものであるとしよう。この仮定の

もとにわれわれの経済は無限に多くの公平配分をもつ

ということを論証したい。

　まず補助変数として

　（A．9）　　α・＝X12r十1，ゐ＝X22γ十1

を導入すれば，（A．6）および（A．7）は

（A．10）

（A．11）

（A．12）

　（1十θ）lo9α≧109θ十（1十θ）lo9δ，

　2109う≧一lo9．θ十2109α，

血＋芸一、（丑．＋うθ）・㌣

　　　　　　　

＋r＝ΣΣ吻
　　　乞三1プ‘1

と書き直される15）。われわれの問題は，（A．10），（A．

研究　　　　Vol．34　No．4
11），（A．12）を同時に満足するα，ゐ＞1およびγ＞0の

存在を確認することに帰着する。

　　まず，展Bを任意にとり，

　　（A．13）　　α．＝ぜθゐ

　と定める6区間Bの定義により，そのとき明らかに

α，δ＞1である。また，このα，うは不等式（A．11）を等

号で満足するし，

　　（・＋・）1・9伽1吉θ1・9・＋（・＋・）1・9砺

学1・9θ一1・9θ与1・9θ三・

なので不等式（A，10）の成立もまた保証されている。

ここで（A．13）を（A．12）に代入すれば

（ん・4）・｛・＋ll‡落農｝・（1＋4喜）ゐ一2

　　　　　　　　　ヨ
　　　　　＝ΣΣω〃
　　　　　　仁1ゴ置1

あるいは

（鋤（・＋鯛）・・一（薬…）・

　　　　＋β（ろト。

を得る。ただし

（A．16）
・（の《・＋撃）・β（・）一（・刊万）・一・

である。区間Bの定義により，二次方程式（A．15）の

判別式

・ん・7・D一
i　2　　2ΣΣ吻震1ゴ‘1）2

　　　　　　　　一・｛（　　v一び2＋θ（1＋θ））・一・｝

は非負となる。従って（A．15），（A．16）は正根

　（A．18）　　r（う）

　　　　　　　　　　ヨ
　　　　　　　ΣΣω¢ブ刊万
　　　　　　　奄＝1ゴ三1

・｛・＋8嬬21｝

を有する。（A・9ン，（A．13）を考慮して以上の考察を取

りまとめると，任意の戻Bに対して
　［」r、、（う），■12（ろ），．X2、（う），κ22（わ），r（う）コ

　　　　　　　　　　　　コ　　　　〉万ゐy’（の　　4万δ一1　　ろ7（の一［

　　θ｛（1十Vθ）6－2｝’　γ（ゐ）　’（1一←4万一）δ一2’

　　錨・・（の］

15）　（A．9）と．X12，刃22，　r＞0よりα十ゐ一2＞0．である

ことに留意する。

．　　■

角
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はわれわれの経済の公平配分となる。すなわち，区間

βの非空性を保証する経済は，無限に多くの公平配分

をもつのである。

　4．次に，この経済のLindahl配分の特性を吟味す

る。生産可能性フロンティアが（A．2）という一次式で

与えられ’るため，第一私的財をニュメレールとした第

二私的財および公共財の（生産者）価格は1である。第

∫個人の公共財租税価格を妬とすれば焼≧0σ＝1，2），
　

Σん…である。個細の霰関数は効用関数（A・1）
ぢこ　

を予算制約

（A・19）

　　　　　　　　　　　　　　　コ

Σ鞠＋ん必＝Σ吻
ゴ＝1　　　　　　　　’＝1

の下で最大化して得られる。計算により端、，澱2，巧

は

（A．20）

（A．21）

　　1十ん乞γ～
　　　　　　　，λ「乞2＝んzr乞Xz1＝
　　　θ乞｝7¢

・・（・＋・θ∂・～一
i毒・の嬢・・一・

を満足することが知られる。いまん1が

（八η拠（約転踏隷

を満足するように与えられると，（A．21）の判別式は

・八23）鯛一
i嵐・の2θ・・一・・…＋・θ・）・・

を満足する16）ので，rzに関する二次方程式（A．21）は

正ゐ実根

　　　　　　　　　　　（　2Σωzププ司）酬嚥》

　（A・24）　　r乞（んz）；
　　　　　　　　　　　　　2ゐ¢（1「ト2θZ）

をもち，．それに対応する■z，侮）が（A．20）によって与

えられることになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　1
　Lindahl均衡を考察するためθ＝一7，砺ゴ＝3（ぢ，ブ＝1，

2）と特定すれば17），均衡における公共財の租税価絡は

　　3一トぜ9－8ん1　　6→一412（ゐ1→一2）

　　　2ゐ1　　　　　　3（1一ん1）

16）　ん2＝1一臥，θFθ＞0，θ2＝1に留意すればこれは

（A．22）より容易にしたがう。

17）　このとき（A．8）で定義される区間βは

　B＝（ヘズ歪一，38（3》2－4）］

となり明らかに非空なので，われわれの経済は無限に

多くの公平配分をもつ。また，（A．22）が与えるん正へ

・変域条件は一・≦・・≦号・な・概需四型

X鼠ん乞），7宙（煽は任意のん乞∈［0，1］，Σ焼＝1に対し

　　　　　　　　　　　　　　　　　②＝1
て定義されることになる。

より
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（・・25）馬・一3（4 ﾌ一11）・椀・一83語禰

と求められる。

　このような費用分担（ん1L，ん2L）に対応するLindahI

配分の公平性を吟味しよう。まず（A・6）より

（八26・・≧÷麟1）3・÷（藷；玉藍｝）2

　　　　　　．≧1

を導出する。次に（A．4）の第2式より

（ん27）鷲1一警

を出して（A．26）に代入して整理したうえで対数をと

れば

（A．28）÷1・9・≧1・9鴬・÷1・9・

を，公平配分の必要条件として得る。しかるに計算に

より

（A．29）藩；一、（浩ll諜萌一÷．

となる。従って

1・9垂紹一・・詞・9・一・…

　　　　　　　　ユ
　　　　　　　〉一71092＝0・347

が出るので，Llndahl配分は公平配分の必要条件（A．

28）を満足しないことが確認されたことになる。
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